
145J. Natl. Inst. Public Health, 65（2）: 2016

保健医療科学　2016　Vol.65　No.2　p.145－153

 特集：地域における医療介護連携の展望 

＜資料＞

地域包括ケアシステム構築にむけた市町村のデータ活用に関する
全国調査から捉えた医療介護連携の課題

森川美絵，玉置洋，大夛賀政昭，熊川寿郎

国立保健医療科学院医療・福祉サービス研究部
　

Integrating health care and long-term care: Issues explored through 
the nationwide survey on data utilization by the local government for 

building a community-based integrated care system

Mie Morikawa，Yoh Tamaki，Masaaki Otaga，Toshiro Kumakawa

Department of Health and Welfare Services, National Institute of Public Health

抄録
　医療介護連携の政策は，日本においては近年，地域包括システム構築の一貫として本格的に推進さ
れるようになった．そうした政策を検証していく上でも，自治体による地域包括システム構築にむけ
た取組みのなかで，どのように医療介護連携が位置づけられ，どのように医療と介護に関する情報が
統合されようとしているのか，現状の把握が求められる．本稿では，国立保健医療科学院医療・福祉
サービス研究部が取り組んだ厚生労働科学研究のうち，分担研究として実施した「地域ケア会議等に
おける客観的データの活用に関する調査」（₂₀₁₅年 ₁ 月）の集計結果を報告する．結果からは，医療
介護連携等の分野横断的な取組みの根拠となる，または取り組みを評価するための客観的なデータの
活用が，必ずしも十分ではないことが示された．また，市町村の介護担当課においては，医療や保健
分野の情報があまり活用されていなかった．本調査結果は，今後の医療介護連携にむけた情報活用に
関する全国的な状況を評価するためのベースラインとして位置づけられる．

キーワード：医療・介護連携，地域包括ケアシステム，データ活用，市町村，日本

Abstract
　Integration of health care and long-term care has come to be promoted by Japanʼs national government 
as a part of policy measures to build an integrated care system at a local government or municipality 
level. To evaluate the policy, it is important to monitor how the local governments or the municipalities 
utilize the statutory survey data and other administrative data on medical, health, and long-term care, 
incorporating them to develop the measure for the integrated care system. In this paper, we, the research 
team of the Department of Health and Welfare Services, National Institute of Public Health, report the 
results of our nationwide survey on data utilization by the local government for building a community-
based integrated care system, which was conducted in January of 2015 as part of the research project 
supported by the Health Labour Sciences Research Grant. The results suggest that empirical data 
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I. はじめに

　地域における医療介護連携は，日本の現在の政策的文
脈において，地域包括ケアシステム構築の一貫としての
推進が本格化しつつある（国の動向については本特集の
城論文を参照）．そうした政策を検証していく上でも，
自治体による地域包括ケアシステム構築にむけた取組み
のなかで，どのように医療介護連携が位置づけられ，ど
のように医療と介護に関する情報が統合されようとして
いるのか，現状の把握が求められる．
　こうした観点から，本稿では，国立保健医療科学院医
療・福祉サービス研究部が取り組んだ厚生労働科学研
究 [₁] のうち，分担研究として実施した「地域ケア会議
等における客観的データの活用に関する調査」（₂₀₁₅年
₁ 月）の集計結果について報告し [₂]，結果から示唆さ
れる医療介護連携の課題について若干の考察を加える．
本調査は，介護保険法に位置づけられ市町村が実施する
こととされている「地域ケア会議」「地域支援事業」に
着目し，そこでのエビデンスとなるデータの活用実態を
把握した初の全国調査である．
　「地域ケア会議」「地域支援事業」に着目するのは以
下の理由による．地域ケア会議は，地域包括ケアシステ
ムを実現する有効なツールとされ，近年ではその開催が
介護保険法のなかに制度として位置づけられた [₃]．ま
た，₂₀₁₄年度（平成₂₆年度）の介護保険法改正において，
在宅医療・介護連携拠点の機能が自治体の地域支援事業
に位置づけられた．従って，自治体による地域ケア会議
およびに地域支援事業における医療と介護の関わり方に
は，地域包括ケアシステムとしての医療介護連携の状況
が大きく反映されると考えられる．
　地域ケア会議は，多職種協働にもとづいた個別ケース
の多面的アセスメントと，客観的データを活用した地域
診断が有機的に結び付けられ，行政の政策対象としての
課題が明らかにされ，政策形成に結び付いていくという
展開に意義が見出されている．保健師が中心となり，予
防や医療の視点を持ちこみながらこうした展開を図る事
例が出てきている一方 [₄]，それが十分にできない状況
も報告されている [₅]．地域支援事業おいても，認知症
対策や介護予防などのそれぞれの取組みにおいて，地域
診断の必要性が指摘されている．

　地域診断に関しては，地域包括ケアシステムの構築
にむけて，既存の行政データ・行政統計等の活用も含
めた地域診断方法の手引きも開発されてきている [₆-₈]．
また，世界保健機関（WHO）の取組みとして，自治体
の行政統計データの活用も視野に入れた高齢者のヘルス
マネジメントの指標や指標活用のツールの開発も進み 
[₉]，日本における介護予防推進の観点から，介護保険
の保険者による地域診断とそれに基づく政策立案実行支
援のための指標や支援ツールの開発も進められている 
[₁₀]．国でも，₂₀₁₅年 ₇ 月より「地域包括ケア『見える
化』システム」（以下，「『見える化』システム」）を稼働
させた．「見える化」システムは，都道府県・市町村に
おける介護保険事業（支援）計画等の策定・実行を支援
するための情報システムであり，地域包括ケアシステム
の構築に関する様々な情報が一元化され，見やすい形で
提供されるものと説明されている [₁₁]．
　このように，地域包括ケアシステム構築にむけ，エビ
デンスとなる行政その他の情報の活用にむけた研究開発
や政策が，進められてきている．しかし，そうした情報
の活用が，果たしてどの程度全国的に進んでいるのか，
どのようなデータが実際には活用されているのか，その
全体的な状況は明らかではない．本報告は，この点に関
わる実証的知見を提供する点で，意義がある．
　なお，介護分野において医療介護連携にむけた取り組
みが全国的に本格化するのは，第 ₆期介護保険事業計画
が開始される₂₀₁₅年度（平成₂₇年度）以降であると予想
される．本調査の実施時期は，その直前（₂₀₁₅年 ₁ 月）
であることから，今後の医療介護連携にむけた情報活用
に関する全国状況を評価する上での，ベースライン調査
としての意義があると考えられる．

II. 方法

　全国の市町村（₂₀₁₄年 ₄ 月，₁₇₄₁）の地域包括ケア担
当課のうち，協力が得られたものを対象に，郵送質問紙
調査「地域ケア会議等における客観的データの活用に関
する調査」を実施した（₂₀₁₅年 ₁ 月）．「地域ケア会議」
開催運営の担当職員に，記入を依頼した．把握項目は，
「回答自治体・担当課について」「地域ケア会議の運営体
制・開催状況）」「個別ケース検討タイプの地域ケア会議

utilization for an evidence-based program design and evaluation has not yet spread in the municipalities. 
The results also showed that few administrative data, accumulated in preventive care and medical care 
sections, have been utilized in the long-term care sections in municipalities. Currently, the integration of 
health care and long-term care at the level of data utilization is far from realization. Our survey results are 
to be the baseline for monitoring and evaluating the development of heath care and long-term care 
integration in local governments.  
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におけるアセスメント情報の標準化と共有，保健医療情
報の把握実態，保健医療データベースの認知と活用（国
保データベース（KDB）含む）」「地域支援事業の取組
状況（医療介護連携，認知症施策，介護予防，生活支
援）」「地域課題の検討タイプの地域ケア会議における客
観的情報・データの参照状況（国保データベース（KDB）
含む）．」である．
　調査は，所属機関による倫理審査の承認を得て実施し
た（承認番号NIPH-IBRA#₁₂₀₈₃）．
　分析は，単純集計結果を中心に行った．自由記載を求
めた設問については，代表的な記載例の抽出を行った．
なお，地域支援事業において活用したデータについて，
その出典・出所を尋ねた設問の回答（自由記載）につい
ては，電子テキスト化し，テキストマイニングのソフト
ウェアを用いて分類した後，研究班によるコーディング
処理を行った．

III. 結果

₁ ．地域ケア会議の運営体制，開催状況
　₆₂₁市町村（₃₅.₇％）より回答を得た．回答自治体の
内訳は，政令指定都市・特別区₂₀（₃.₂％），中核市・特
例市₃₅（₅.₆％），市（₁₀万人以上）₇₈（₁₂.₆％），市（₁₀万
人未満）₂₄₂（₃₉.₀％），町村₂₃₂（₃₇.₄％），不明₁₄（₂.₃％）
であり，市（₁₀万人未満）と町村で₇₆.₄％を占めた．
　地域包括支援センターの運営形態に関して，直営のセ
ンターは₄₁₆箇所，うち「基幹型」は₉₆箇所であった．
委託型のセンターは₁₄₃₈箇所，うち「基幹型」は₄₇箇所

であった．なお，「基幹型」とは，地域包括支援センター
で行う事業のほか，自治体内の地域包括支援センターの
機能の強化を図るために必要な事業（他の地域包括支援
センターの統括，監督・指導や連携調整，バックアップ
等）を行うことがセンター機能として位置づけられてい
る地域包括支援センターをいう．
　地域ケア会議の開催状況をみると，「地域ケア個別会
議」（個別ケースの検討を行うタイプ）は₈₅.₂％が開催
しており，そのうちの ₃分の ₂は不定期開催である．
「地域ケア推進会議」（市町村レベルで地域課題を検討す
るタイプ）は，「開催なし」₅₈.₀％，「開催あり」₃₈.₅％と，
開催されていない自治体も ₄割近くに上っていた（表 ₁）．

₂ ．個別ケース検討タイプの地域ケア会議におけるデー
タ活用

　個別ケース検討タイプの地域ケア会議におけるアセス
メント情報の標準化と共有，保健医療情報の把握実態，
保健医療データベース（KDB含む）の認知と活用につ
いて，みていく．

　（ ₁ ） 個別ケース検討の選定基準
　個別ケース検討の選定基準（複数選択）は，「困難ケー
ス中心」が₇₄.₁％（n＝₄₆₀）と多くを占め，「認知症ケー
ス中心」₁₂.₄％（n＝₇₇），「重症化予防ケース中心」₅.₆％
（n＝₃₅），「医療依存度の高いケース中心」₂.₉％（n＝
₁₈）となった（表 ₂）．
　個別ケース検討における「保健医療面の情報」の共有
をみると，「概ね共有有」の割合は全体の₆₆.₅％（n＝

表 ₁ 　地域ケア会議の開催状況
（Ｎ＝₆₂₁）

地域ケア個別会議 地域ケア推進会議
n ％ n ％

開催なし ₈₃ ₁₃.₄ ₃₆₀ ₅₈
概ね不定期に開催 ₃₅₅ ₅₇.₂ ₂₃₉ ₃₈.₅
概ね定期的に開催 ₁₇₄ ₂₈ ₂₂ ₃.₅
不明 ₉ ₁.₄ ₆₂₁ ₁₀₀

表 ₂ 　地域ケア会議ケース検討の選定基準
（Ｎ＝₆₂₁，複数選択）

n ％
重症化予防ケース中心 ₃₅ ₅.₆
要介護認定の高いケース中心 ₆ ₁
医療依存度の高いケース中心 ₁₈ ₂.₉
認知症ケース中心 ₇₇ ₁₂.₄
困難ケース中心 ₄₆₀ ₇₄.₁
その他 ₆₁ ₉.₈
不明 ₈₂ ₁₃.₂
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₄₁₃）であった一方，「おおむね共有なし」の自治体も
₂₀.₀％（n＝₁₂₄）にのぼった．
　「おおむね共有あり」と回答した自治体（n＝₄₁₂）に
ついて，共有している情報の内訳（複数選択）をみると，
「現病歴」₉₂.₂％（n＝₃₈₀），「通院状況」₉₀.₅％（n＝
₃₇₃），「既往歴」₈₈.₃％（n＝₃₆₄），「服薬状況」₈₅.₂％（n
＝₃₅₁），「本人の主訴」₈₃.₀％（n＝₃₄₂）など，病歴や
通院服薬状況はほとんどの自治体で把握していた．これ
に対し，「主治医の情報」₆₅.₀％（n＝₂₆₈），「主治医意
見書」₃₂.₈％（n＝₁₃₅）など，主治医に関する情報は共
有されていないことも多かった．「特定健診・特定保健
指導の情報」は₃.₆％（n＝₁₅）と，ほとんど活用されて
いなかった（相当する表は既発表のため [₁₂]，本稿では
省略）．

　（ ₂ ） 国保データベース（KDB）の認知と活用状況・
　　　 活用意向
　個別ケース検討レベルの地域ケア会議における国保
データベース（KDB）の認知と活用状況・活用意向を
みてみる．「KDBから個別ケースの保健医療面の情報を
閲覧・利用できることを知っているか」という設問につ
いては，「知っている」₃₈.₈％（n＝₂₄₁），「知らない」
₄₆.₄％（n＝₂₈₈），「不明」₁₄.₈％（n＝₉₂）であり，「知
らない」が「知っている」を上回っていた．また，地域
ケア個別会議で，KDBが「活用されたことがある」と
回答したのは₈自治体のみであり，全体の₁.₃％であった．
　地域ケア個別会議におけるKDB活用の関心は，「関心
がある」₆₁.₇％（n＝₃₈₃）である．しかし，具体的な情
報活用のイメージがあるのは₁₂₈自治体と，「関心ある」
の約 ₃分の ₁に留まり，残りの ₃分の ₂は関心があるが
「活用のイメージは持っていない」状況であった．

₃ ．地域課題検討タイプの地域ケア会議におけるデータ
活用

　（ ₁ ） 客観的なデータの参照状況
　地域ケア推進会議（市町村レベルで地域課題を検討す
るタイプ）において，地域全体の課題を検討する際に，
統計や調査，帳票などから集計した何らかの客観的な情
報・データ等を参照しているかどうかみていく．
　地域課題の把握分析にあたり客観的な情報・データ等

を参照しているか尋ねたところ，「参照している」は
₁₄.₈％（n＝₉₂），「特に参照していない」₃₅.₆％（n＝
₂₂₁），「不明・無回答（会議未開催を含む）」₄₉.₆％（n
＝₃₀₈）であった．
　客観的な情報・データ等を「参照している」と回答し
た自治体（n＝₉₂）について，取り組み別の参照状況を
把握したところ，「医療介護連携」における参照は
₃₈.₀％，「認知症施策」₅₅.₄％，「生活支援」₄₇.₈％，「介
護予防」₅₉.₈％と，医療・介護連携では，課題把握分析
におけるデータ参照の割合が相対的に低い状況であった
（表 ₃）．
　「データを用いて検証した，地域支援事業以外のテー
マ」としては，「高齢者の孤立／孤立死防止」「高齢者の
生活（移動手段）確保」「救急搬送の実態把握」「高齢者・
障害者の災害時対応」「緊急事態対応」等の記載があった．

　（ ₂ ） 国保データベース（KDB）の認知と活用状況・
　　　 活用意向
　地域課題の検討レベルの地域ケア会議における国保
データベース（KDB）の認知と活用状況・活用意向を
みてみる．設問「KDBから地域ごとに保健医療面の情
報を入手できることを知っているか」については，「知っ
ている」₃₀.₈％（n＝₁₉₁），「知らない」₃₄.₈％（n＝
₂₁₆），「不明」₃₄.₅％（n＝₂₁₅）であった．
　地域ケア推進会議で，KDBデータが資料として提供
されたことが「あった」と回答したのは ₇自治体（調査
回答自治体の₁.₁％）のみであった．
　地域ケア推進会議におけるKDB活用の関心について
は，₅₁.₂％（n＝₃₁₈）が関心を持っている．しかし，具
体的な情報活用のイメージがあるのは₁₁₂自治体と，関
心のあるもののうちの ₃分の ₁強であり， ₃分の ₂弱は
関心があるが情報活用のイメージは持っていない状況に
あった．
　地域包括ケアシステム構築の推進におけるKDBデー
タの活用の制約について尋ねたところ，「大きな制約」
ないし「一定の制約」のあるものが全体の約 ₁割，制約
について「検討中」が₃.₉％，「とくに制約はない」が
₁₆.₇％，「検討していない」が₆₄.₁％となった（表 ₄）．
地域包括ケアにKDBを活用する場合の個人情報保護等
の制約について，検討未着手の自治体が多数をしめてお

表 ₃ 　「客観的データ参照あり」自治体の取組み別データ参照状況

（Ｎ＝₉₂）
参照あり 参照なし 不明

n ％ n ％ n ％
医療介護連携 ₃₅ ₃₈.₀％ ₄₁ ₄₄.₆％ ₁₆ ₁₇.₄％
認知症施策 ₅₁ ₅₅.₄％ ₂₉ ₃₁.₅％ ₁₂ ₁₃.₀％
介護予防 ₅₅ ₅₉.₈％ ₂₄ ₂₆.₁％ ₁₃ ₁₄.₁％
生活支援 ₄₄ ₄₇.₈％ ₃₃ ₃₅.₉％ ₁₅ ₁₆.₃％



地域包括ケアシステム構築にむけた市町村のデータ活用に関する全国調査から捉えた医療介護連携の課題

149J. Natl. Inst. Public Health, 65（2）: 2016

り，制約なく利用できる自治体は₂割に達していなかった．
₄ ．地域支援事業の課題分析におけるデータ活用
　（ ₁ ） 各事業の課題分析におけるデータ活用の有無
　地域支援事業の医療介護連携，認知症施策，介護予防，
生活支援の各事業について，事業が対象とする課題（地
域の課題または住民の生活課題等）の把握分析を，何ら
かの客観的な情報・データ等を用いて実施しているかど
うか，「既存データ」，「独自データ」，それぞれの活用の
有無を尋ねた．「既存データ」とは，国や都道府県に報
告することや自治体による実施が法制度上義務付けられ
ている調査等のデータや，国や県で整備しているデータ
を指す（例えば，要介護認定調査，介護保険事業状況報
告，日常生活圏域ニーズ調査（基本チェックリスト）等）．
「独自データ」とは，「既存データ」以外で，自治体にお
いて，独自に作成した調査票（項目）・帳票等により収
集作成したデータを指す．
　課題の把握分析におけるデータ活用が比較的進んでい
るのは，介護予防と認知症施策であった（表 ₅）．介護
予防施策では，回答自治体の ₃分の ₂が既存データを活
用していたほか， ₄割以上の自治体で，独自データを用
いた課題の把握分析も実施していた．これに対し，デー

タ活用が進んでいないのは，医療介護連携，および生活
支援であった．医療介護連携に関しては，既存データの
活用による課題の把握分析を実施していたのは回答自治
体の₂₃.₇％，独自データの活用は₁₇.₂％にとどまった．

　（ ₂ ）活用されたデータの出典・出所
　地域支援事業として展開されている医療介護連携，認
知症施策，介護予防，生活支援の各事業において活用さ
れている既存データの出典について，自由記載の回答
（複数回答）を整理し，記載した自治体数が多い順に並
べて一覧表にしたところ，以下のようになった（表 ₆）．
　医療・介護連携については，活用された既存データと
して，自治体による₂₅₁の記載が確認された．内容を，
記載した自治体数が多い順に（カッコ書きで記載した自
治体数を表示），「要介護認定調査」（₆₃），「日常生活圏
域ニーズ調査，または高齢者実態調査」（₅₉），「介護保
険事業状況報告，または，介護保険給付実績」（₄₈），「基
本チェックリスト」（₁₁）である．これらは，いずれも
介護保険制度において実施や報告が求められているもの
である．医療に関するデータ出典の記載も見られたが，
記載した自治体数は少ない．複数自治体による記載が

表 ₄ 　KDBデータの活用における制約
（Ｎ＝₆₂₁）

ｎ ％
課内での利用に大きな制約がある（業務に使用することはほとんどできない） ₁₉ ₃.₁
課内での利用に一定の制約がある（KDBの一部の活用または時宜を得た活用ができない） ₄₀ ₆.₄
課内での利用に関する制約の内容や程度について検討中 ₂₄ ₃.₉
とくに制約はない ₁₀₄ ₁₆.₇
課内での利用の制約に関して検討していない ₃₉₈ ₆₄.₁
不明 ₃₆ ₅.₈

表 ₅ 　地域支援事業の課題分析におけるデータ活用の有無
（Ｎ＝₆₂₁）

既存データ 独自データ
n ％ n ％

医療介護連携
あり ₁₄₇ ₂₃.₇ ₁₀₇ ₁₇.₂
なし ₄₃₀ ₆₉.₂ ₄₅₅ ₇₃.₃
不明 ₄₄ ₇.₁ ₅₉ ₉.₅

認知症施策
あり ₃₂₆ ₅₂.₅ ₁₈₂ ₂₉.₃
なし ₂₅₇ ₄₁.₄ ₃₈₆ ₆₂.₂
不明 ₃₈ ₆.₁ ₅₃ ₈.₅

介護予防
あり ₃₉₆ ₆₆.₆ ₂₆₀ ₄₁.₉
なし ₁₉₉ ₃₃.₄ ₃₀₇ ₄₉.₄
不明 ₂₆ ₄.₄ ₅₄ ₈.₇

生活支援
あり ₁₈₁ ₂₉.₁ ₁₈₃ ₂₉.₅
なし ₃₉₀ ₆₂.₈ ₃₇₉ ₆₁
不明 ₅₀ ₈.₁ ₅₉ ₉.₅
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表 ₆ 　地域支援事業の課題分析に活用された既存データ一覧
（※数字は，記載した自治体数）

医療介護連携
要介護認定調査 ₆₃ 地域保健 ₁
日常生活圏域ニーズ調査（含・高齢者実態調査） ₅₉ 健康増進事業報告 ₁
介護保険事業状況報告・介護保険給付実績 ₄₈ 保健衛生統計 ₁
基本チェックリスト ₁₁ 医療情報 ₁
人口動態統計・人口推移データ ₁₀ 診療情報提供 ₁
主治医意見書 ₈ 受診歴 ₁
管内医療機関一覧・県医療機関名簿・県医療情報検索サービス ₄ 疾患集計 ₁
在宅療養支援診療医療機関一覧 ₃ 人口₁₀万対医師数 ₁
国保データベース・国保医療費情報 ₃ 縦覧点検（国保連介護給付適正化システム） ₁
死亡数・死亡場所 ₃ 住基データ等 ₁
医療施設調査・病院報告 ₃ 施設基準届出受理状況 ₁
介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画・市高齢者福祉課統計情報 ₃ 都道府県医療介護連携調整実証事業 ₁
介護サービス施設事業所調査 ₂ 医師会連携調査 ₁
保険者データ分析 ₂ 保健所市民対象アンケート調査 ₁
被保険者管理台帳等 ₁ その他（内閣府，厚生労働省，厚生局等） ₁₂
訪問看護実態調査 ₁
在宅時医学総合管理料等 ₁ 計 ₂₅₁

認知症施策
要介護認定調査 ₁₉₈ 二次予防支援者実績データ ₁
日常生活圏域ニーズ調査（含・高齢者実態調査） ₁₁₆ 認知症疾患医療センター受診状況結果一覧 ₁
基本チェックリスト・生活機能評価 ₆₈ もの忘れ相談医・サポート医リスト ₁
介護保険事業状況報告・介護保険給付実績 ₄₅ かかりつけ医認知症対応力向上研修受講者リスト ₁
主治医意見書（要介護認定） ₂₂ 認知症サポーター数 ₁
認知症日常生活自立度 ₂₂ 医療・介護連携 ₁
人口統計・人口動態統計・高齢化率・高齢者数 ₈ 地域医療ミーティング ₁
要介護認定者数・認定率 ₄ 疾患集計 ₁
認知症高齢者数・認知症有病率 ₃ 高齢者福祉統計データ ₁
国民健康保険疾病統計表・国保情報 ₂ 住基データ等 ₁
若年性認知症実態等 ₂ 介護度 ₁
後期高齢者医療疾病統計表・後期広域連合 ₂ 行方不明者数 ₁
県報告データ・県国保連 ₂ 包括支援センター相談内容 ₁
厚生労働省統計 ₂ アセスメント票 ₁
介護認定新規申請時理由 ₁ ワークシート ₁
介護保険サービス利用一覧 ₁ 高齢社会意識調査（内閣府調査） ₁
長谷川式認知症スケール ₁ 計 ₅₁₅

介護予防
基本チェックリスト・生活機能評価表（二次予防対象者把握事業・特定
高齢者把握事業） ₂₄₉ 国保疾病分類別統計表・市国保担当課 ₂

日常生活圏域ニーズ調査（含・高齢者実態調査） ₁₂₉ 障害調整健康余命・平均自立期間・平均寿命 ₂
要介護認定調査 ₅₁ 県健康マクロ指標・県統一評価項目 ₂
介護保険事業状況報告・介護予防給付実績 ₂₉ 国民健康・栄養調査効果測定統計 ₁
地域支援事業実施状況調査・介護予防事業実施状況調査 ₂₃ 要支援者ケアプラン・予防給付ケアプラン ₁
人口統計・人口動態調査・高齢化率 ₆ 予防推進モデル事業 ₁
要介護認定率・要介護度別認定者数等 ₆ 高齢者台帳 ₁
要介護認定主治医意見書 ₅ 後期高齢者健康診査 ₁
介護予防・日常生活支援総合事業 ₄ 医療・介護連携 ₁
特定健診・特定保健指導 ₄ 医療費 ₁
アセスメント票 ₃ 地域医療ミーティング ₁
介護保険認定非該当者リスト・介護認定新規申請時理由 ₂ 特定高齢者管理システム ₁
主観的健康観（国民生活基礎調査） ₂ 地域包括支援センター支援システム ₁
₂ 次予防事業参加者・介護予防教室 ₂ 生活支援総合調査票 ₁
高齢社会意識調査（高齢社会白書）　 ₂ その他 ₂
住民基本台帳 ₂ 計 ₅₃₈

生活支援
日常生活圏域ニーズ調査（含・高齢者実態調査） ₂₄ 地域包括支援センター支援システム ₁
基本チェックリスト ₁₀ 市高齢者福祉アンケート調査 ₁
要介護認定調査 ₈ 基準緩和サービス提供取組 ₁
介護保険事業状況報告・給付実績 ₈
介護予防サービス・支援計画書 ₂ 計 ₅₅
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あったのは，「主治医意見書（※）」（ ₈）（※要介護認定
調査に含まれるが，独立して記載されていたものは独立
させた），「管内医療機関一覧，または，県医療機関名簿，
または，県医療情報検索サービス」（ ₄），「在宅療養支
援診療医療機関一覧」（ ₃），「国保データベース（KDB），
または，国保医療費情報」（ ₃），「死亡数・死亡場所」（ ₃），
「医療施設調査・病院報告」（ ₃）等である．
　認知症施策については，活用された既存データとして，
自治体による₅₁₅の記載が確認された．記載した自治体
数が比較的多いものは，「要介護認定調査」（₁₉₈），「日
常生活圏域ニーズ調査・高齢者実態調査」（₁₁₆），「基本
チェックリスト・生活機能評価」（₆₈），「介護保険事業
状況報告・介護保険給付実績」（₄₅），「主治医意見書」（₂₂），
「認知症日常生活自立度」（₂₂）であった．
　介護予防については，活用された既存データとして，
自治体による₅₃₈の記載が確認された．記載した自治体
数が比較的多いものは，「基本チェックリスト・生活機
能評価表（二次予防対象者把握事業・特定高齢者把握事
業）」（₂₄₉），「日常生活圏域ニーズ調査・高齢者実態調査」
（₁₂₉），「要介護認定調査」（₅₁），「介護保険事業状況報
告・介護保険給付実績」（₂₉），「地域支援事業実施状況
調査，または，介護予防事業実施状況調査」（₂₃）など
であった．その他，保健医療分野の行政データの出典と
して，掲載した自治体の数はごくわずかだが，「特定健
診・特定保健指導」（ ₄），「国保疾病分類別統計表・市
国保担当課（KDB含）」（ ₂），「県健康マクロ指標・県
統一評価項目」（ ₂）などがあった．
　生活支援については，活用された既存データとして，
自治体による₅₅の記載が確認された．記載した自治体数
が比較的多いものは，「日常生活圏域ニーズ調査・高齢
者実態調査」（₂₄），「基本チェックリスト」（₁₀），「要介
護認定調査」（ ₈），「介護保険事業状況報告・介護保険
給付実績」（ ₈）などであった．

IV. 考察──データ活用にむけた課題

　実態調査の結果，以下のような状況が確認された．
　個別ケース検討レベルの地域ケア会議に関して，ほと
んどの自治体で会議が開催されている．そこでの保健医
療情報の共有に関しては，概ねなされていた．しかし，
共有されていない自治体も ₂割程度と無視できない割合
に上っていた．また，共有内容に関して，主治医との情
報共有に課題がある場合が多く，特定健診・特定保健指
導の情報はほぼ活用されていなかった．
　地域課題検討レベルの地域ケア会議に関しては，開催
は ₄割程度にとどまっていた．地域課題の把握分析に客
観的データを参照しているのは，そのうち ₃割未満と限
られていた．
　地域支援事業におけるデータ活用について，課題の把
握分析における活用が比較的実施されているのは，介護
予防と認知症施策であった．これに対し，データ活用が

進んでいないのは，医療介護連携および生活支援であっ
た．
　各事業において活用されている既存データの出典を整
理すると，現状の主要な出典は，「要介護認定調査」「日
常生活圏域ニーズ調査・高齢者実態調査」「基本チェッ
クリスト・生活機能評価」「介護保険事業状況報告・介
護保険給付実績」「主治医意見書」「認知症日常生活自立
度」等であった．すなわち，介護保険制度において調査・
報告が求められている行政データの活用が，大半を占め
ていた．他方で，保健・医療分野の行政の調査・報告デー
タが出典として明記されることは，ごくわずかにとど
まっていた．
　KDB（国保データベース）の活用について，個別ケー
ス検討レベルにせよ，地域課題の検討レベルにせよ，現
時点で，地域ケア会議における活用はほとんどなされて
いなかった（₆₂₁自治体中₁₀自治体未満）．自治体の約半
数は「関心はあるが活用イメージわかない」状況であっ
た．個人情報活用の制約については，制約がないという
回答は ₂割未満であり，多くが未検討であり，有効に活
用できる条件が現状では整っていないことが示唆された．
　自治体および関係者は，地域包括ケアシステムの構築
にむけ，関係機関同士や住民，ケアを必要とする方や介
護者との対話・調整を重ねながら，事例ごとの課題，そ
して，地域の課題に取り組んでいる．それらに加え，行
政の役割としては，分野横断的に既存の統計調査や独自
の調査のデータを活用し，地域や住民の状態の分析・評
価をする取り組みの重要性も，高まっている．今回の実
態調査結果からは，医療介護連携に関わり，後者の取り
組みをさらに充実させる余地が大きいことが伺えた．
　他方で，データの活用に積極的に取り組んでいる，も
しくは，高い関心をもっている自治体担当者へのインタ
ビュー調査からは，データの活用に関わり，以下のよう
な論点が抽出された [₁₃]．データに基づく医療依存度・
介護依存度の時系列推移の予測の重要性について，いず
れの自治体担当者も言及していた．他方で，家庭内の状
況（家族介護者の疲弊，経済状況，家屋の環境，その他）
が把握できる指標が含められてはじめて，これらについ
ての総合的な判断が可能になる，との認識が示されてい
た．そして，自治体では，これらの状況を把握するため
に，地道な訪問の積み重ねを通じた定性的な情報収集を
重視していた．また，データにどのような意味を見出し
ていくのかという論点も示された．これはすなわち，実
際に投入されたサービスの種別，サービス量，サービス
提供主体が把握できたとしても，その地域の実情に合っ
たケア提供システムのデザインができていなければ，そ
れらのデータの活用はできないとの認識が示された．
　こうしたことをふまえれば，情報活用においては，単
に，客観的なデータをエビデンスとして活用しているか
否かのみが，突出した評価基準とならないような留意が
必要である．今後，エビデンスに基づいた地域包括ケア
システムの構築を進めるためには，地域レベルのアセス
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メントに基づいたケア提供システムを展望しつつ，その
実現のために定性的な現場の実践知と，定量的な客観的
データの活用がうまく関連づけられ，相乗効果が発揮さ
れるようなデータ活用のあり方を探ることが，重要であ
ろう．

V. 結論

　本稿で報告した調査は，市町村における地域包括ケア
システム構築にむけた重要な仕組みである「地域ケア会
議」「地域支援事業」におけるデータ活用の実態に関す
る初の全国調査である．各地では，地域における医療介
護連携の取り組みが徐々に進められている．しかし，医
療介護連携をはじめとした分野・領域横断的な取組みに
ついて，その根拠や評価のためのデータ活用という位相
においては，必ずしも，十分なデータの活用がなされて
いないことが，本調査では明らかにされた．また，活用
されるデータについては，介護保険制度の枠内で把握さ
れた行政データの活用が一定程度みられるが，それ以外
の領域・分野の行政データとの統合は，あまりなされて
いないことも，明らかにされた．
　自治体の介護担当課において医療介護連携の推進が全
国的に本格化するのは，₂₀₁₅年度（平成₂₇年度）に開始
される第 ₆期介護保険事業計画以降である．従って，本
報告は，今後の医療介護連携にむけた情報活用に関する
全国的な状況を評価するためのベースラインとしての意
義がある．
　今後，本調査結果と比較しながら，市町村レベルでの
データの活用面における医療と介護の統合，医療介護に
限らない地域包括ケアシステム構築に必要な多分野の情
報の統合化について，その進捗・展開を把握し，更なる
連携充実につなげていくことが求められる．臨床ないし
地域のマネジメントレベルでのデータの一元化や部門横
断的なデータ共有の難しさは，国際的課題でもある [₉, ₁₄]．
既存の行政統計・報告調査等のデータを，行政のみなら
ず地域のケア関係者が統合ケアの観点から活用していく
ことも視野に入れ [₁₅]，日本からその取組みを国際的
な成果として発信していくことが期待される．
　なお，本研究の限界としては，回答自治体が ₃分の ₁
程度であること，回答自治体の ₄分の ₃が₁₀万人以下の
小規模自治体であったことによる回答の偏り等が考えら
れる．そのまま全国自治体の状況として普遍化するには
注意を要する．また，分析は，単純集計の記述統計と自
由記載の整理に留まっていることから，更なる詳細な分
析を展開する必要がある．
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